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■「中小企業の賃上げ・賃金改定に関する調査」について 1

１．2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

【賃上げ実施状況】

○ 2026年度の賃上げ実施状況（実施済／実施予定／未定／見送り）、
防衛的賃上げの状況等について調査。

【賃上げ額・賃上げ率】

○足元の「賃上げ額・賃上げ率」 を算出するために、2026年４月時点で、 「賃上げを実
施済」・「賃上げを見送る」とした企業の正社員を対象（※）に、2026年３月と４月の賃金
を集計・比較（今回初めて実施） 。

（※）【賃上げ実施状況】において、「賃上げを実施予定」・「現時点では未定」と回答した企業は集計対象から除外。

２．直近1年間の賃金改定額・賃金改定率

○直近1年間の賃金変化である「賃金改定額・賃金改定率」を算出するために、
回答した全企業を対象に、2025年４月と2026年４月の賃金を集計・比較
（昨年に引き続き実施） 。



14.4% 85.6%

都市部 地方 地方小規模

55.7% 19.3% 11.6% 11.1% 2.3%

20人以下 21~50人 51~100人 101~300人 301人以上

2■調査概要

（１）調査地域：全国47都道府県    （２）回答企業数：2,260社 ※うち、組合あり：218社（9.6％）

（３）調査期間：2026年４月７日～５月18日  （４）回収商工会議所数：345商工会議所

（５）調査対象：各地商工会議所の会員企業 （６）調査方法：各地商工会議所を通じて企業へ依頼（Webフォーム等）

（７）調査目的：正社員の定期昇給およびベースアップ等による一人当たりの賃金額の変化を調査することで、 中小企業における賃上げおよび賃金改定の状況に

ついて実態を把握し、当所の意見・要望活動等に活かすため

（※）本調査で賃金額を把握するにあたり、人員構成による支給総額の変化、雇用形態や労働時間の変更によって受ける影響を可能な限り排除するため、比較する2025年4月と2026年3月、2026年4月の全期間
に在籍し、かつ雇用形態や労働時間の変更がない 「正社員/月給支給」 の従業員について回答を依頼。

（※）本調査では、「正社員」を「雇用期間の定めがなく、就業規則等に定められた就業時間（フルタイム）で勤務し、かつ給与が月給支給の従業員」としている。

（※）各設問において、無回答や異常値等については集計から除外している。なお、各数値は小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比の合計が100％にならない場合や、内訳の単純合計と合算値が一致しな
い場合がある。

＜回答企業の属性＞

【業種】

建設業：419社【18.5％】 製造業：588社【26.0％】 卸売業：210社【9.3％】 小売業：232社【10.3％】 情報通信・情報ｻｰﾋﾞｽ業：77社【3.4％】 運輸業：64社【2.8％】

宿泊・飲食業：134社【5.9％】 医療・福祉・介護業：42社【1.9％】 金融・保険・不動産業：80社【3.5％】 その他ｻｰﾋﾞｽ業：336社【14.9％】 その他：78社【3.5％】  

【地域】

○東京23区・政令指定都市（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、

 広島市、北九州市、福岡市、熊本市）：326社【14.4％】 ※以下、「都市部」と略称。

○地方（東京23区・政令指定都市以外）：1,934社【85.6％】 ※以下、「地方」と略称。 （うち従業員数20人以下：1,080社【47.8％】）※以下、「地方・小規模」と略称。

【従業員規模】 ※以下、20人以下を「小規模」と略称。

20人以下：1,258社【55.7％】 21～50人：437社【19.3％】 51～100人：262社【11.6％】 101～300人：251社【11.1％】 301人以上：52社【2.3％】

47.8％

18.5% 26.0% 9.3% 10.3% 3.4%
2.8%

5.9%1.9%
3.5%

14.9% 3.5%

建設業 製造業 卸売業 小売業 情報通信・情報サービス業 運輸業 宿泊・飲食業 医療・福祉・介護業 金融・保険・不動産業 その他サービス業 その他



■調査結果のポイント 3

■2026年度の賃上げの状況、賃上げ額・賃上げ率

○ 「2026年4月に賃上げを実施済」（39.2％）・「2026年5月以降に賃上げを実施予定」（32.2％）の   

企業を合わせると７割超、「現時点では未定」の企業は２割超（23.0％） 。

○20人以下の小規模企業では「実施済」 （31.0％）・「実施予定」 （28.9％）は合計で約６割。 

「現時点では未定」の企業は３割超（31.2％）。

【全体】 賃上げを実施・実施予定 71.3％（昨年比+1.7ポイント）

【小規模企業】 賃上げを実施・実施予定 59.9％（昨年比+2.2ポイント）

○防衛的な賃上げは全体で約６割となり、昨年並み。

20人以下の小規模企業では７割近くとなり、昨年より増加。小規模企業でより厳しい状況。

【全体】 防衛的な賃上げ  60.9％（昨年比+0.8ポイント）

【小規模企業】 防衛的な賃上げ  66.3％（昨年比+3.5ポイント）

○2026年３月と４月の賃金を集計・比較し、賃上げ額・賃上げ率を算出したところ、
全体で4.01％、20人以下の小規模企業では3.38％と0.63ポイントの差。

【全体】   賃上げ額 11,366円、賃上げ率 4.01％

【小規模企業】 賃上げ額 9,170円、賃上げ率 3.38％

賃上げを「実施済」・「実施予定」の企業は７割を超え、昨年並みの高水準となり、賃上げの定着が見られる。
 賃上げ率についても、全体で４％を超え、健闘している。

 他方で防衛的賃上げは引き続き高止まりしており、賃上げ率も昨年集計した2025年３月と９月の比較
 結果である4.73％と比較するとやや低位と受け止める。5月以降に賃上げを「実施予定」（32.2％）、
 現時点では「未定」（23.0％）とする企業の今後の動向を注視したい。  

また、全体と小規模企業の賃上げ状況に差がある点に鑑み、今後の支援の必要性に留意すべき。



4

1. 2026年度の賃上げ実施状況、
賃上げ額・賃上げ率



39.1%

39.9%

60.9%

60.1%

2026年度

2025年度 前向きな賃上げ

（業績が好調・改善しているため賃上げを実施・予定）

防衛的な賃上げ

（業績の改善が見られないが賃上げを実施・予定）

69.6% 23.5% 6.8%

2025年度に賃上げを実施・実施予定 現時点では未定 賃上げを見送る

39.2% 32.2% 23.0% 5.7%

2026年4月に賃上げを実施済

2026年5月以降（2026年5月～2027年3月）に賃上げを実施予定

現時点では未定

今年度の賃上げを見送る（予定や引下げる場合も含む）

○2026年度に「賃上げを実施済」・「実施予定」と回答した企業は７割超（71.3％）と高水準を維持。

○「現時点では未定」は2割超（23.0％）で昨年と同水準。中東情勢等による先行き不透明感を懸念す
る声も。

○「防衛的な賃上げ」（業績の改善が見られないが賃上げを実施・予定）は約６割（60.9％）で昨年並み。
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【全体集計、昨年度調査との比較】

【「前向きな賃上げ」と「防衛的な賃上げ」の割合】
※「2026年４月に賃上げを実施済」もしくは「2026年５月以降（2026年５月～2027年３月）に賃上げを実施予定」と回答した企業を100とした場合の割合を表示。

合計：71.3％（＋1.7ポイント）

1. 2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

2026年度の賃上げ実施状況、防衛的な賃上げ 【全体】

2025年度
6月公表調査

（n=3,042）

2026年度
（n=2,260）

6月公表調査

（n=2,118）

（n=1,612）

＋0.8ポイント



33.7%

37.2%

66.3%

62.8%

2026年度

2025年度 前向きな賃上げ

（業績が好調・改善しているため賃上げを実施・予定）

防衛的な賃上げ

（業績の改善が見られないが賃上げを実施・予定）

31.0% 28.9% 31.2% 8.9%

2026年4月に賃上げを実施済

2026年5月以降（2026年5月～2027年3月）に賃上げを実施予定

現時点では未定

今年度の賃上げを見送る（予定や引下げる場合を含む）

57.7% 31.9% 10.4%

2025年度に賃上げを実施・実施予定 現時点では未定 賃上げを見送る

○20人以下の小規模企業では、 「賃上げを実施済」・「実施予定」は約６割（59.9％）。
⑤ページ記載の全体（71.3％）と比較すると、11.4ポイント低い。

○「防衛的な賃上げ」は７割近く（66.3％）となり、昨年より3.5ポイント増加。
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【小規模企業、昨年度調査との比較】

合計：59.9％（+2.2ポイント） 

1. 2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

2026年度の賃上げ実施状況、防衛的な賃上げ 【小規模企業】

【「前向きな賃上げ」と「防衛的な賃上げ」の割合】

2025年度
6月公表調査

（n=1,612）

＋3.5ポイント

2026年度
（n=1,258）

6月公表調査

（n=930）

（n=754）

※「2026年４月に賃上げを実施済」もしくは「2026年５月以降（2026年５月～2027年３月）に賃上げを実施予定」と回答した企業を100とした場合の割合を表示。



○地方では、 「賃上げを実施済」・「実施予定」の企業が７割超(71.7％)となり、都市部を上回った。

○地方・小規模企業では、 「賃上げを実施済」・「実施予定」が60.7％に止まり、全体集計と比較して、
10.6ポイント低い。「現時点では未定」とする割合も３割超（31.2％）。
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【地域規模別集計】

1. 2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

2026年度の賃上げ実施状況  【地域規模別集計】

賃上げを実施済・実施予定 現時点では未定 賃上げを見送る

71.3% 23.0% 5.7%

69.0% 22.7% 8.3%

71.7% 23.0% 5.3%

地方・小規模
(n=1,080)

60.7% 31.2% 8.1%

全体
(n=2,260)

都市部
(n=326)

地方
(n=1,934)



55.0%

44.2%

40.3%

34.9%

34.1%

27.9%

22.5%

7.8%

売上の低迷

資金面での余力に乏しいため

原材料費等のコスト負担増（中東情勢の影響含む）

景気の先行き見通しが不透明であるため（中東情勢の影響含む）

人件費の価格転嫁が難しいため

直近数年で、既に賃上げを実施しているため

賃上げより雇用維持を優先するため  

その他

1. 2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

防衛的賃上げの理由・賃上げを見送る理由

○「防衛的な賃上げ」を実施・予定する理由は「物価上昇への対応」（68.2％）、 「人材の確保・採用」
（66.7％）ともに約７割。

○賃上げを見送る理由は、「売上の低迷」と回答した企業が５割超（55.0％）。中東情勢の影響を含む
コスト負担の増加や先行き不透明感を指摘する声が３～４割程度。
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【防衛的な賃上げと回答した企業集計】 n＝982

【賃上げを見送ると回答した企業集計】 n＝129

68.2%

66.7%

41.5%

20.2%

5.4%

物価上昇への対応

人材の確保・採用

最低賃金引上げを踏まえた対応

他社の賃上げ(春闘の結果等)に合わせた対応

その他



1. 2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

賃上げ額・率（加重平均） 【全体、小規模企業・地域規模別】

○今年度、「賃上げを実施済」・「賃上げを見送る」と回答した企業の正社員について、
2026年「３月」と「４月」の賃金を集計・比較し、賃上げ額（月給）、賃上げ率を加重平均で算出。

○賃上げ額・賃上げ率は、全体で11,366円・4.01％。20人以下の小規模企業では9,170円・3.38％。
企業規模によって差が見られる。

※2026年3月と2026年4月時点の毎月決まって支払う賃金（家族手当、時間外手当等は含まない）を集計し、加重平均で算出。
 対象は両期間に在籍している正社員で、雇用形態や労働時間が変更となった方は除く。（②ページ参照）

※賃上げ額・賃上げ率の集計結果には、⑤ページに掲載した「2026年５月～2027年３月までに賃上げ実施を予定」・「現時点では未定」は含まない。
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【賃上げ額・率（正社員） 全体集計、小規模企業・地域規模別集計】

賃上げ額

（加重平均）

賃上げ率

（加重平均）

11,366円 4.01%

9,170円 3.38%

12,671円 4.08%

11,148円 3.99%

地方・小規模
(n=247)

9,262円 3.45%

正社員

（月給）

全体
(n=708)

小規模企業
（20人以下）

(n=288)

都市部
(n=96)

地方
(n=612)



16.4%

14.6%

16.6%

12.9%

9.6%

13.4%

9.0%

8.6%

16.4%

14.6%

16.6%

17.1%

19.3%

19.5%

19.3%

18.6%

17.7%

18.3%

17.7%

16.2%

14.0%

9.8%

14.7%

18.1%

6.6%

9.8%

6.2%

8.6%

全体

(n=648)

 都市部

(n=82)  

地方

(n=566)

地方・小規模

(n=210)

6%以上 5%以上6%未満 4%以上5%未満 3%以上4%未満 2%以上3%未満 1%以上2%未満 0%超1%未満

1. 2026年度の賃上げ実施状況、賃上げ額・賃上げ率

賃上げ率（加重平均）レンジ集計 【地域規模別集計】

○賃上げ実施企業のうち、「５％以上の賃上げ」は全体で３割近い（25.9％）。

○「１％以上２％未満」・「０％超１％以下」の賃上げを実施した企業は、合計で２割超（20.7％）。地
方・小規模では賃上げ率「2％未満」の企業が「５％以上」の企業を上回る。
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【地域規模別 賃上げ率（正社員・レンジ集計） 】

合計：21.4％

合計：28.0％

合計：25.6％

合計：25.9％ 合計：20.7％

合計：19.5％

合計：20.8％

合計：26.7％
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２．直近1年間の賃金改定額
・賃金改定率



２．直近1年間の賃金改定額・賃金改定率

賃金改定額・率（加重平均） 【全体、小規模企業・地域規模別集計】

○全回答企業の2025年４月の賃金と2026年４月の正社員の賃金を集計・比較し、直近１年間の「賃金改定
額（月給）・賃金改定率」を加重平均で算出。

○回答企業全体の賃金改定額は12,036円、賃金改定率は4.29％。

○20人以下の小規模企業では賃金改定額は9,573円、賃金改定率は3.52％。

※対象は両期間に在籍している正社員で、雇用形態や労働時間が変更となった方は除く。（②ページ参照）
※2026年と2025年で集計対象企業は同一ではないため、昨年対比は厳密には整合しない。
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【賃金改定額・率（正社員） 全体集計、小規模企業集計・地域規模別集計】

賃金改定額

（加重平均）

賃金改定率

（加重平均）
昨年対比

正社員

（月給）

賃上げ額

（加重平均）

賃上げ率

（加重平均）

12,036円 4.29% 0.26ポイント
全体

(n=2,389)
11,074円 4.03%

9,573円 3.52% ▲0.02ポイント

小規模企業

（20人以下）

(n=1,111)

9,568円 3.54%

14,228円 4.70% 0.33ポイント
都市部

(n=406)
12,857円 4.37%

11,591円 4.20% 0.26ポイント
地方

(n=1,983)
10,627円 3.94%

地方・小規模
(n=655)

9,445円 3.56% 0.01ポイント
地方・小規模

(n=923)
9,269円 3.55%

2025年度調査
（2024年４月と2025年４月の正社員の賃金を比較）

正社員

（月給）

全体
(n=1,604)

都市部
(n=223)

地方
(n=1,381)

小規模企業
（20人以下）

(n=752)

2026年度調査
（2025年４月と2026年４月の正社員の賃金を比較）



21.1%

23.1%

9.2%

8.1%

10.0%

11.5%

12.7%

12.3%

12.5%

11.4%

9.6%

9.7%

4.7%

5.6%

13.6%

13.3%

6.6%

5.0%

2025年度

（n=2,389)

2026年度

(n=1,604)

6%以上 5%以上6%未満 4%以上5%未満 3%以上4%未満 2%以上3%未満 1%以上2%未満 0%超1%未満 0% マイナス

19.7%

19.9%

7.3%

6.3%

8.1%

8.4%

9.6%

10.1%

11.5%

10.4%

7.7%

10.5%

5.0%

5.7%

25.1%

24.2%

6.0%

4.5%

2025年度

（n=1,111)

2026年度

(n=752)

6%以上 5%以上6%未満 4%以上5%未満 3%以上4%未満 2%以上3%未満 1%以上2%未満 0%超1%未満 0% マイナス

２．直近1年間の賃金改定額・賃金改定率

賃金改定率（加重平均）レンジ集計 【全体、小規模企業】

○「５％以上の賃金改定」を実施した企業は全体で31.2％と、昨年対比0.9ポイントの増加。
20人以下の小規模企業は26.2％と、昨年対比0.8ポイントの減少。

○「賃金改定率が０％以下」となった企業は全体で約２割(18.3％)、小規模企業で約３割(28.7％)と
なり、賃上げを実施できていない企業も一定程度存在。

13

【全体 賃金改定率（正社員・レンジ集計）】

【小規模企業 賃金改定率（正社員・レンジ集計）】

合計：27.0％

合計：31.2％

合計：30.3％

合計：26.2％

合計：31.1％

合計：18.3％

合計：20.2％

合計：28.7％



23.1%

21.5%

23.3%

20.2%

8.1%

8.1%

8.1%

6.6%

11.5%

11.7%

11.4%

8.7%

12.3%

14.8%

11.9%

9.9%

11.4%

12.6%

11.2%

10.5%

9.7%

7.6%

10.1%

10.5%

5.6%

5.8%

5.6%

5.5%

13.3%

13.5%

13.3%

23.5%

5.0%

4.5%

5.1%

4.6%

全体

(n=1,604)

 都市部

(n=223)

地方

(n=1,381) 

地方・小規模

(n=655) 

6%以上 5%以上6%未満 4%以上5%未満 3%以上4%未満 2%以上3%未満 1%以上2%未満 0%超1%未満 0% マイナス

２．直近1年間の賃金改定額・賃金改定率

賃金改定率（加重平均）レンジ集計 【地域規模別集計】

○「５％以上の賃金改定」は地方全体で３割を超え（31.4％）、都市部でも３割近い（29.6％）。
一方、「賃金改定率が０％以下」となった企業も地方（18.3％）、都市部（17.9％）ともに２割近い。

○地方・小規模企業は、「賃金改定率が０％以下」となった企業が３割近く（28.1％）、都市部や地方
全体と比べ、賃上げにより慎重な姿勢が見える。

14

【地域規模別賃金改定率（正社員・レンジ集計） 】

合計：18.3％

合計：26.7％

合計：17.9％

合計：18.3％

合計：28.1％

合計：29.6％

合計：31.4％

合計：31.2％



■賃上げに関する中小企業の声（自由回答欄より抜粋）

○材料費や燃料費の高騰が続く中、価格転嫁が難しく、賃上げ原資の確保に苦慮。中小事業者でも活用しやす
い支援制度や、手続きの簡素化を期待。      （中部・建設業）

○原材料高や人件費上昇分を適正に価格転嫁できる取引環境の整備が重要。中小企業が安心して賃上げでき
る環境づくりを期待。 （中部・製造業）

○来店するお客様も物価高などの影響を受けており、安易な価格転嫁や値上げは難しい。賃上げについては必要
性を十分に認識しているものの、価格転嫁の可否、社会保険料負担の増加などを総合的に踏まえ、慎重に判断
せざるを得ないのが実情。 （九州・宿泊・飲食業）
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○大企業の賃上げ情報や物価高騰から賃上げしたくとも、売上が伸びずできない状況。原資確保のため、賃上げ促
進税制の増加率基準の引き下げ、控除額の上限の引き上げを望む。    （九州・建設業）

○賃上げや生産性向上に資する各種助成金について、DX分野など特定の用途に偏っているものや、サブスクリプショ
ン型サービスを前提とした制度設計が多く、初期投資を一括で支援するような柔軟な制度は少ない。現場の実態
に即した柔軟な助成金などによる環境整備が必要。 （東北・卸売業）

価格転嫁

支援策への意見と政府への要望

中東情勢の影響

○この先も中東情勢等により原材料の高騰が予想される。このままの状況が続けば、いつまで賃上げできるかは不
透明。                                       （東北・建設業）

○イラン情勢により製品の納品が遅れ、仕事はあるのに作業ができず、売上が立たない。その結果原資の確保が
できず、賃上げもできない状況。       （東北・その他サービス業）

○中東情勢の影響による仕入価格高騰・物価上昇を受け、従業員の生活保障の観点から賃上げの必要性を強

く認識。他方、価格転嫁が進んでおらず、継続的な賃上げ実施に課題。   （関東・情報通信業）
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参考資料
【賃上げ実施状況 業種別集計・

2026年度の賞与について】



39.2%

45.2%

47.6%

57.1%

41.0%

43.8%

37.9%

34.8%

28.8%

28.4%

27.6%

51.3%

32.2%

37.4%

33.3%

23.4%

32.9%

29.7%

30.1%

29.5%

32.5%

32.8%

31.9%

23.1%

23.0%

14.6%

16.7%

16.9%

21.9%

25.0%

24.8%

26.2%

27.5%

36.6%

31.9%

17.9%

5.7%

2.7%

2.4%

2.6%

4.3%

1.6%

7.2%

9.5%

11.3%

2.2%

8.6%

7.7%

全体

製造業

医療・福祉・介護業

情報通信・情報サービス業

卸売業

運輸業

建設業

その他サービス業

金融・保険・不動産業

宿泊・飲食業

小売業

その他

2026年4月に賃上げを実施済

2026年5月以降（2026 年 5 月~2027 年 3 月）に賃上げを実施予定

現時点では未定

今年度の賃上げを見送る（予定や引下げる場合も含む）

（参考）2026年度の賃上げ実施状況

2026年度の賃上げ実施状況【業種別】

○製造業、医療・福祉・介護業、情報通信・情報サービス業では８割を超える企業が「賃上げを実施済」・
「実施予定」と回答。

○一方小売業、宿泊・飲食業などBtoCの業種で賃上げ実施割合が相対的に低い。

17

【業種別集計】 n＝2,260



（参考）2026年度の賃上げ実施状況

2026年度の賃上げ、防衛的な賃上げ【業種別】

○医療・福祉・介護業、宿泊・飲食業では、賃上げ企業の７割以上が防衛的な賃上げとなり、相対的に
割合が高い。

18

【業種別集計】 n＝1,612

39.1%

51.0%

50.0%

46.8%

46.3%

43.1%

38.1%

34.8%

33.5%

29.4%

28.0%

41.4%

60.9%

49.0%

50.0%

53.2%

53.7%

56.9%

61.9%

65.2%

66.5%

70.6%

72.0%

58.6%

全体

金融・保険・不動産業

情報通信・情報サービス業

運輸業

建設業

その他サービス業

卸売業

小売業

製造業

医療・福祉・介護業

宿泊・飲食業

その他

前向きな賃上げ

（業績が好調・改善しているため賃上げを実施）

防衛的な賃上げ

（業績の改善が見られないが賃上げを実施）



○全体では約８割の企業（79.1％）が賞与・一時金を支給・支給予定。

○「昨年度を上回る水準で支給」・「昨年度並みに支給」と回答した企業が全体で約６割（60.9％）。

19

【業種別集計】 n＝2,025

（参考） 2026年度の賃上げ実施状況

賞与・一時金の支給 【全体、業種別】

19.9%

23.9%

18.3%

17.7%

26.0%

30.0%

19.8%

25.4%

18.6%

15.2%

20.0%

15.6%

41.0%

41.8%

45.0%

45.2%

36.6%

32.5%

42.6%

35.2%

40.2%

43.5%

38.6%

39.6%

2.6%

3.0%

1.7%

1.6%

2.3%

0.0%

3.0%

4.2%

3.7%

2.7%

1.4%

1.0%

15.6%

9.0%

15.6%

11.3%

14.3%

22.5%

20.8%

16.9%

16.3%

12.0%

17.1%

12.5%

16.5%

20.9%

16.6%

17.7%

14.3%

15.0%

11.2%

15.5%

16.7%

21.7%

15.7%

20.8%

4.4%

1.5%

2.7%

6.5%

6.4%

0.0%

2.5%

2.8%

4.4%

4.9%

7.1%

10.4%

全体

金融・保険・不動産業

建設業

運輸業

その他サービス業

医療・福祉・介護業

卸売業

情報通信・情報サービス業

製造業

小売業

その他

宿泊・飲食業

昨年度を上回る水準で支給（予定を含む） 昨年度並みに支給（予定を含む） 昨年度を下回る水準で支給（予定を含む）

支給するが、水準は未定（予定を含む） 現時点では未定 支給しない（予定を含む）
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・連合リビングウェイジとは・・・ 

 

〇 労働者が最低限度の生活を営むのに必要な賃金水準（※参照）を連合が独自に試算し

ているもので2003年に初めて設定し、概ね5年ごとに改定（2022年以降は毎年簡易改訂版

を作成）。首都の東京から最も近い県庁所在地であることや、電車が結節する鉄道交通

の要衝で都心との交通も利便性が高いこと、バス路線を含めた公共交通機関を利用すれ

ば通勤・通学などに不便がなく通勤時間などが過度な負担とならないこと、駅を中心に

住宅街が広がり家賃相場は東京より低いこと、買い物も容易で日常生活における利便性

が高いことなどから、埼玉県さいたま市をモデル地域に設定。都道府県別の算出方法は、

さいたま市のものを住居費以外と住居費に分けて、それぞれ地域差を推測して計算し、

それを合算した。住居費以外は2023年小売物価統計調査（構造編）の「家賃を除く総合」

指数をベースに試算（さいたま市100×算出した指数）。住居費は2023年住宅・土地統計

調査の「1ヵ月当たり家賃・間代」と「1ヵ月当たり共益費・管理費」をベースに試算。 

 

〇 健康に働き続ける基本となる「衣・食・住」と「保健・医療」に関わる費用、社会的・

経済的なつながりに必要となる「交通・通信費」「交際費」、健康で文化的な最低限度

のために必要な「教育費」「教養・娯楽費」を、項目ごとにマーケット・バスケット方式

（最低限の生活に絶対必要な品物・サービスなど、必需品の個数、枚数などを一つ一つ

積み上げた計算方法）により設定した。 

 

〇 各項目については、大多数（概ね7割程度の家庭が保有しているかどうかで判断）の労

働者が利用・購入できるもので構成した。 

 

〇 項目別の算出の考え方は、 

例えば、・「食料費」は、社会とのつながりやささやかな楽しみのための「外食費」、英

気を養うためにはささやかな楽しみが必要として飲酒・菓子・飲料の購入費用

のための「し好食費」、主に家庭内での食事（消費者物価指数を考慮し１日・770

円に設定、家族構成や年齢により変動）に要する費用としての「内食費」、通勤

日・通学日の昼食（１日580円、その分内食費は減額）に要する費用としての「昼

食代」と分けて計算。 

・「住宅費」は住生活基本計画（全国計画）の最低居住面積水準を満たすことを

念頭に、さいたま市内に実在する物件から選定。 

・「家具・家事用品」「被服・履物」「保健・医療費等」などで購入が必要な品

目の価格は、イオン、ヤマダ電機、島忠の実売データやインター年と通信販売

等の情報を基に計算。 

・日常の移動手段は、徒歩・自転車・公共交通機関の利用を基本としているが、

関連組織の協力のもと、自家用車保有にかかる費用を39,868円/月（5年落ちの

1500cc乗用車の購入費用、点検費用、車検1回、駐車場代、月200㎞走行の燃料

代など含む）として計算。 

・税・社会保険料は、各項目、品目の価格を計算した後、消費支出合計にもとづ
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き税・社会保険料込みの年間必要性経費を計算。 

  など、項目ごとに基本的な考え方のもと試算している。 

 

※ 労働者が最低限度の生活を営むのに必要な賃金水準とは・・・ 

「健康で文化的な生活（国民の 3 つの義務に鑑み、原則として納税義務を果たせることを

想定）ができ、労働力を再生産（生活の糧であるとともに、子の養育を含めた主たる家計

としての役割も想定）し、社会的体裁（他者との交流や人間関係の構築・維持、常識的な

頻度の冠婚葬祭や規制などを想定）を保持するために最低限必要な水準」 

 

 

 

 

※ 2024 年の引き上げ率が高いのは 2021 年以降の物価変動や生活スタイルの変化などを

反映するために品目リストの見直しが行われたことが要因（より実態を反映したものに

なった）。また、2021 年に比べて、上昇幅が大きかったものは、食料費が 5,000円以上

で最大、次いで住居費が 3,000円以上増の順となった。 

  

年

項目 単身 自動車有 最賃額 単身 自動車有 最賃額 単身 自動車有 最賃額 単身 自動車有 最賃額 単身 自動車有 最賃額

時給 1,010 1,309 848 1,040 1,352 878 1,070 1,376 918 1,130 1,440 970 1,150 1,470 1,036

引上げ率 2.97% 3.28% 3.54% 2.88% 1.78% 4.56% 5.61% 4.65% 5.66% 1.77% 2.08% 6.80%

時給 1,070 1,388 956 1,110 1,412 987 1,140 1,448 1,028 1,210 1,530 1,078 1,240 1,550 1,141

引上げ率 3.74% 1.73% 3.24% 2.70% 2.55% 4.15% 6.14% 5.66% 4.86% 2.48% 1.31% 5.84%
埼玉

県名

年別リビングウェイジの推移

2021 2022 2023 2024 2025

香川
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